
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

  生活衛生営業施設監視指導実施率 ：28.1％以上（H23年度実績）

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

県民生活の安全を確保するため、多くの方々が利用する生活衛生関係営業施設営業者の衛生管理に対する意識向上を図り、健康被害

を未然に防止するため、各施設への監視指導は不可欠な業務である。担当者会議等で、目標が達成できるよう必要性を十分周知すると

ともに、担当職員の資質向上のため、早期に研修会を開催していく。

目標に対

する成果

の状況

各施設への監視指導について、緊急かつ長期的な対応が必要なレジオネラ属菌検出事案が例年に比べ増加したこと及び当初監視を計

画した施設が連絡不能の状態で実態調査の結果、多くの施設が廃業になっており職権廃止の作業に時間を要したこと等により、計画どお

りの監視指導が行えなかったことから、監視指導実施率が目標を下回った。

 概算事業費（B（A）+C） 166,751 166,459 166,314 165,160

165,160 165,160 165,160

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度

概　算

人件費

20.00 20.00 20.00 20.00

165,160

1,591 1,299 1,154

Aの

財源

1,799 1,832 1,526 1,484

予

算

額

前年度繰越

当初予算 1,799

補正予算

1,832 1,526

1,832 1,526 1,484

合計（A) 1,799 1,484

28.1%

成果目標の達成状況

項目

監視指導実施率

合計

環境衛生監視員実務研修会 直接

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

保健所環境衛生監視員によ

る監視指導

直接

・生活衛生関係営業監視指導計画に基づく生活衛生

監視の実施（監視指導票印刷、環境衛生監視員（20

人）に係る旅費　等）

1,405 1,120 1,363

・保健所担当者を対象とした環境衛生監視員実務研

修会の開催（年1回）

121

県が関与

する理由

■法令等義務 □内部管理 □県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有

興行場法、理容師法、美容師法、クリーニング業法、旅館業法、公衆浴場法

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

生活衛生関係営業施設営業者の衛生管理に対する意識の向上とともに衛生水準の維持向上を推進し、健康被害の発生防止を図ること

を目指す。

理・美容店、クリーニング店、旅館、公衆浴場等の生活衛生関係営業者の公衆衛生の維持・増進並びに健康被害の未然防止のため、効

率的かつ積極的に営業者の意識啓発を図るとともに、監視指導を実施して問題点の確認・改善指導を実施している。

課・室 食品・生活衛生課

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail shokusei@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

４－２　県民生活の安全確保

事業番号 04 11 01 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 生活衛生営業施設監視指導事業生活衛生営業施設監視指導事業生活衛生営業施設監視指導事業生活衛生営業施設監視指導事業
担

当

課

部局 健康福祉部

　４　食品・医薬品等の安全確保 実施期間 S48 ～

34 121

1,526 1,154 1,484

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

30.0%

28.1%

以上

25.80% 未達成


